
 災害時における停電復旧の連携等に関する基本協定 
 
芝山町（以下「甲」という。）と東京電力パワーグリッド株式会社成田支社（以

下「乙」という。）は、芝山町内において、災害対策基本法（昭和３６年法律第

２２３号 。）第２条第１号に定める災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合（以下「災害時等」という。）に、広範囲の長時間停電が発生し、又は発生の

おそれがある場合（以下「大規模停電等」という。）の早期復旧および事前対応

並びに停電の未然防止についての甲及び乙における相互協力に関して、次のと

おり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 本協定は、災害時等の大規模停電等において、住民生活の安定を図るた

め、甲及び乙が連携して電力復旧等の活動に取り組むことを目的とする。 
 
（連絡体制） 
第２条 甲及び乙は、災害時等の大規模停電等の場合に備え、停電復旧作業の連

携等のための連絡体制を確立する。 
２ 甲及び乙は、双方の連絡先を定め、定期的に確認する。 
 
（相互協力の範囲） 
第３条 甲及び乙は、早期の停電復旧のために必要と認められるときは、それぞ

れが持つ資機材・施設・用地・人材・情報等の資源提供を要請するとともに、

連携して活動することができる。 
 
（停電情報及び道路・河川等の状況の情報共有） 
第４条 乙は、大規模停電等の場合は、速やかに甲へ被害状況及び復旧見込みの

情報を提供するとともに、早期の停電復旧に努める。 
２ 甲は、芝山町内において道路・河川等の被害が発生し、又は発生のおそれが

ある場合は、乙へ情報を提供するとともに、早期の復旧に努める。 
３ 甲及び乙は、それぞれの復旧の進捗状況について、適時双方へ情報を提供す

る。 
４ 甲は、芝山町内において停電の発生情報を取得した場合は、速やかに乙へ情

報を提供する。  
５ 乙は、芝山町内において道路・河川等の被害情報を取得した場合は、速やか

に甲へ情報を提供する。 
 
（重要施設の優先復旧） 
第５条 甲は、芝山町内の電力復旧を優先すべき重要施設について、千葉県に提

出した施設リストを乙に提供する。 

 



２ 乙は、電力復旧計画の策定にあたっては、千葉県から示された重要施設の優

先復旧について十分に配慮しなければならない。ただし、優先順位に沿った電

力復旧が困難な場合は、千葉県および甲と連携の上、調整を図る。 
 

（広報活動） 
第６条 乙は、広範囲の長時間停電が発生した場合は、乙のホームページ等への

停電情報の掲載を行う。また、必要に応じ広報車による住民向け広報活動を行

う。 
２ 乙は、前項の規定による広報手段では、住民に対して十分な周知ができない

と認められるときは、甲に対して停電情報の発信を要請することができる。 
３ 甲は、前項の規定に基づき乙から要請を受けた場合には、甲が実施可能な広

報手段にて情報発信を行う。 
 
（平時における連携） 

第７条 災害時における倒木による停電被害の発生を未然に防止するため、甲

及び乙は、平時における計画的な樹木伐採等については相互で可能な限り連

携して取り組むこととする。 

  なお、計画的な樹木伐採等の実施にあたっては、別途具体的な内容を定め

た協定等を締結するものとする。 

 
（覚書の締結） 
第８条 甲及び乙は、本協定各条に定める甲及び乙の役割や具体的な実施事項、

相互利用する施設等について、別に覚書等を定める。 
 
（秘密の保持） 
第９条 甲及び乙は、本協定に基づく活動を通じて知り得た秘密情報を他人に

開示又は、漏えいしてはならない。 
２ 甲及び乙は、本協定の締結事実を自己または他人を利するための手段とし

て利用してはならない。 
 
（協定期間） 
第１０条 本協定の有効期間は、協定締結の日から令和３年３月３１日までと

する。ただし、有効期間が満了する１か月前までに、甲又は乙から特段の意思

表示がない場合は、本協定は、期間満了日の翌日から更に１年間同一の条件を

もって更新するものとし、以後も同様とする。 
 
（定めのない事項等） 
第１１条 本協定に関し、定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議し

て定める。 
 



本協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自

１通を保有する。 
 
 
令和２年７月２１日 
 
 
                  山武郡芝山町小池９９２番地 
 
                甲 芝山町 
 
                  芝山町長 相川 勝重 
 
 

 成田市花崎町８２２番地１ 
 

                乙 東京電力パワーグリッド株式会社 
 
                  成田支社長 石部 晴久 



災害時における停電復旧作業および啓開作業に伴う障害物等除去に関する覚書 
 
芝山町（以下「甲」という。）と東京電力パワーグリッド株式会社成田支社（以

下「乙」という。）は、令和２年７月２１日に締結した「災害時における停電復

旧の連携等に関する基本協定」に基づき、停電復旧に係る作業に支障となる樹木

などの障害物の除去等（以下「復旧作業」という。）及び甲の管理する道路上の

障害物の除去等（以下「啓開作業」という。）に関して、次のとおり必要な事項

を定めるものとする。 

 
（目的） 
第１条 本覚書は、災害対策基本法（以下「災対法」という。）に基づいて、甲

及び乙が復旧作業と啓開作業を早急に実施するため、円滑に作業に当たれる

よう相互協力を行うことを目的とする。 
 
（対象区域） 
第２条 対象とする区域は、甲が管理する道路及び関連する区域とし、必要に応

じて周辺の区域を含め対象とする。 
 
（復旧作業及び啓開作業の協力） 
第３条 乙は、応急措置を実施するために必要があるときは、甲に対して必要な

復旧作業及び啓開作業を要請することができる。なお、要請にあたっては協議

の上、書面をもって行うこととする。 
２ 甲は、前項の要請が正当であると認めるときは、その要請に応じて、可能な

範囲において優先的、積極的に復旧作業及び啓開作業を実施する。 
３ 甲は、乙に対して道路の早期開放のために必要な復旧作業及び啓開作業を

要請することができる。なお、要請にあたっては協議の上、書面をもって行う。 
４ 乙は、前項の要請が正当であると認めるときは、その要請に応じて、可能な

範囲において優先的、積極的に復旧作業及び啓開作業を実施する。 
５ 第１項又は第３項において、緊急を要するときは、甲及び乙は、相手方に対

し口頭又は電話等で行うことができる。ただし、作業の実施後、第１項又は第

３項に基づき手続きを行う。 
６ 災害などの状況により、応急措置及び道路の開放を早期に実施するにあた

ってやむを得ない場合に限り、甲又は乙は第１項又は第３項の規定によらず、

復旧作業又は啓開作業を実施することができる。ただし、甲及び乙がやむを得

ず実施した復旧作業又は啓開作業は、第１項又は第３項に基づき手続きを行

う。 



７ 甲が復旧作業及び啓開作業を実施するにあたり、電線等に接触している障

害物等の除去作業で甲自ら実施する場合は、甲は乙に対し、現場の安全性を判

断できる技術員の派遣を要請し、甲は同技術員の指示に基づき、除去等を行う。 
８ 乙は、前項の規程に基づき、甲からの技術員の派遣要請があった場合は、速

やかに乙の技術員を派遣する。 
 

（費用負担） 
第４条 第３条第２項により甲が実施した復旧作業に要した費用については乙

の負担とし、甲が乙に請求することができる。 
２ 乙は、前項による請求を精査し適当と認めた時は、速やかに甲へ費用を支払

う。 
３ 第３条第４項により乙が実施した啓開作業に要した費用については甲の負

担とし、乙が甲に請求することができる。 
４ 甲は、前項による請求を精査し適当と認めた時は、速やかに乙へ費用を支払

う。 
５ 復旧作業及び啓開作業の請求の精査においては、別添の「災害時における障

害物の除去等に係る復旧作業・啓開作業の費用分担」を基準とする。 
 
（障害物等の保管、土地の一時使用） 
第５条 乙は、復旧作業又は啓開作業を行った際における障害物等の移動先は、

甲の指示に従う。 
２ 乙は、応急措置の円滑な実施に必要な場合に限り、障害物等を前項の移動先

へ移動する際に、災対法に基づく甲の指示により、他人の土地を一時使用でき

る。 

 
（連絡体制） 
第６条 甲及び乙は、広範囲の長時間停電発生時又は発生するおそれがある場

合は、復旧作業及び啓開作業の連携等のため別図の「復旧作業および啓開作業

における連携フロー」及び別表の「復旧作業、啓開作業の連絡体制」により連

絡体制を確立する。 
２ 前項の連絡体制に係る各機関部署の窓口に変更が生じた場合は、随時更新

の上、甲乙共有する。 
 
 
 
 



（実施責任） 
第７条 復旧作業及び啓開作業に係る関係機関への周知並びに第三者からの問

い合わせ等の対応は、甲及び乙が連携して行う。 
２ 復旧作業及び啓開作業の協力に伴い発生した事故・災害への対応は、作業を

実施した者が責任を持って行う。 
 
（その他） 
第８条 甲及び乙は、電力設備への被害が想定される箇所の予防伐採について、

情報共有等の協力体制を図るものとし、甲及び乙は連携し可能な範囲におい

て必要な措置を講じる。 
 
（定めのない事項等） 
第９条 本覚書に関し、定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議して

定める。 
 
本覚書を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自

１通を保有する。 
 
 
令和２年７月２１日 
 
 
                  山武郡芝山町小池９９２番地 
 
                甲 芝山町 
 
                  芝山町長 相川 勝重 
 
 

 成田市花崎町８２２番地１ 
 

                乙 東京電力パワーグリッド株式会社 
 
                  成田支社長 石部 晴久 
 



災害時における電源車の配備に関する覚書 

 

 芝山町（以下「甲」という。）と東京電力パワーグリッド株式会社成田支社（以

下「乙」という。）は、令和２年７月２１日に締結した「災害時における停電復

旧の連携等に関する基本協定」（以下「基本協定」という。）に基づき、乙が管理

する電源車（以下「電源車」という）に関して、必要な事項を定める。 

 

（適用） 

第１条 電源車の配備は、広範囲の長時間停電が発生した場合に適用するもの

とする。 

２ 前項の長時間とは、内閣府より示された「大規模災害発生時における地方公

共団体の業務継続の手引き」に記載のある人命救助の観点から重要となる非

常用電源の確保時間を目安とする。ただし、基本協定第５条に規定する重要施

設に影響が生じるおそれがある場合はこの限りではない。 

 

（配備の手続き） 

第２条 甲は、基本協定第５条に規定する重要施設を優先し、乙へ電源車配備の

要請を行う。 

２ 乙は前項による甲からの要請と保有台数を勘案し、電源車を配備する施設

を決定する。ただし、基本協定に規定する災害の発生に伴う大規模停電が発

生した時には、乙は千葉県と協議の上、電源車を配備する施設を決定する。 

３ 乙は、電源車を配備する施設が決定した際は、速やかに甲に連絡を行う。 

４ 乙が電源車の待機場所として、甲の所有地を必要とする場合は、甲は可能

な限りその利用を認める。 

５ 電源車の配備に必要な電気主任技術者等の要員は、原則、電源車を配備す

る施設の管理者の責任において確保する。 

６ 依頼等に関する双方の連絡先は別途定める。 

 

（電源車の運転と取外し） 

第３条 乙は、電源車の運転状態を監視するとともに、給油の手配を行う。 

２ 甲及び乙は、電力系統からの電力供給が再開した場合は、特段の理由がない

限り、相互協力のもと速やかに電源車の取外しを行う。 

 

（自衛措置） 

第４条 甲は、災害の発生に伴う長時間停電に備え、平時から非常用発電機等の

電力供給を確保する自衛措置に努める。 



（定めのない事項等） 

第５条 本覚書に関し、定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議して

定める。 

 

本覚書を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自

１通を保有する。 

 

 

令和２年７月２１日 
 
 
                  山武郡芝山町小池９９２番地 
 
                甲 芝山町 
 
                  芝山町長 相川 勝重 
 
 

 成田市花崎町８２２番地１ 
 

                乙 東京電力パワーグリッド株式会社 
 
                  成田支社長 石部 晴久 
 



災害時における連絡調整員の派遣に関する覚書 
 
芝山町（以下「甲」という。）と東京電力パワーグリッド株式会社成田支社

（以下「乙」という。）は、令和２年７月２１日に締結した「災害時における

停電復旧の連携等に関する基本協定」（以下「基本協定」という。）に基づき、

甲及び乙の情報共有に関して、必要な事項を定める。 
 
（目的） 
第１条 本覚書は、基本協定に規定する災害の発生に伴う大規模停電の発生時

において、乙は東京電力グループの社員（以下「連絡調整員」という。）を協

議の上、甲に派遣し甲及び乙がそれぞれ持つ情報の共有を図ることを目的と

する。 
 
（連絡調整員の役割） 
第２条 乙が派遣する連絡調整員は、甲が開催する災害対策本部会議等の会議

に協議の上、出席し甲乙間の情報連携と要請窓口としての役割を担う。 
２ 連絡調整員を通じ，甲及び乙は、次の各号に定める主な情報について、可能

な限り提供する。 
（１）乙が甲に提供する情報 
ア 停電発生時間、停電地域、停電軒数、停電の原因、停電復旧作業の状況

及び見込み  
イ 知り得た道路・河川等の被害及び樹木倒壊の状況 
ウ プレスリリースの内容 

（２）甲が乙に提供する情報 
ア 知り得た道路・河川等の被害及び樹木倒壊の状況、住民から提供された

停電情報 
イ 道路啓開、樹木・土砂等の除去状況  
ウ 住民が避難している地域、甲が開設している避難所等 

３ 連絡調整員を通じ甲及び乙が要請する主な内容を次の各号に定める。 
（１）乙による甲への主な要請 

ア 甲が保有する土地や施設について、乙が行う復旧作業拠点としての使   
 用要請 
イ 甲が保有する広報手段による停電情報の発信 
ウ 復旧作業・啓開作業の協力要請 

（２）甲による乙への主な要請 
復旧作業・啓開作業の協力要請 



（情報の共有） 
第３条 甲及び乙は、停電復旧に要する時間が長時間にわたると判断したとき

は、甲乙協議の上、乙は連絡調整員を甲の指定する場所に派遣する。 
２ 連絡調整員の派遣を行う場合は、乙は速やかに連絡調整員を手配し、甲は連

絡調整員の受け入れに必要な執務スペースや休憩場等の準備を行う。 
３ 連絡調整員の派遣を行わない場合は、甲及び乙にて設定した連絡窓口を通

じて、情報の共有および要請を行う。 
４ 連絡調整員の派遣の解除については、甲乙協議の上決定する。 
 
（費用の負担） 
第４条 本覚書に関わる費用の負担は、双方において発生しないものとする。 
 
（定めのない事項等） 

第５条 本覚書に関し、定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲乙協議して

定める。 

 
本覚書を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自

１通を保有する。 
 
 
令和２年７月２１日 
 
 
                  山武郡芝山町小池９９２番地 
 
                甲 芝山町 
 
                  芝山町長 相川 勝重 
 
 

 成田市花崎町８２２番地１ 
 

                乙 東京電力パワーグリッド株式会社 
 
                  成田支社長 石部 晴久 
 


